	【山鹿市独自支援制度】

	１　地域農林業担い手育成支援事業

	
	◆補助対象事業
	新たに農林業に従事して５年以内の者が、農林業機械等を導入する初期投資に対し補助金を交付することで、農林業への定着化を図ります。

	
	◆補 助 対 象
	Ａ　　施設・機具等の購入及び賃借並びに施設の工事
Ｂ　　苗木・種子・資材等の購入補助

	
	◆補助対象者要件
	〇地域を担う農林業の担い手となることについて強い意欲を有し、市内に引き続き6か月以上住所を有する者

〇新たに農林業に従事して5年以内の者で、年間1,200時間以上農林業に従事する者

〇耕作する農地及び林地が本市にある者であって、世帯所得が原則600万円未満の者

〇市税等を滞納しておらず、暴力団員等ではない者

	
	◆補　助　額
	一定規模以上の投資を要する作物の栽培等をするため新たな取組に必要となる以下に掲げるものに要する経費とします。ただし、汎用性の高いものについては補助対象外となります。
Ａ　補助率1/2　上限額3,000,000円
Ｂ　上限額600,000円まで
	

	
	
	
	

	２　農業機械免許等取得補助事業

	
	◆補助対象事業
	農業機械等の大型化・高性能化が進んでいることから、農作業の安全確保のため、免許等取得の経費を一部支援します。

「必ず自動車学校の受講前に承認申請が必要です。」

	
	◆補 助 対 象
	１　　大型特殊（けん引）免許
２　　農業用ドローンオペレーター技能認定

	
	◆補助対象者要件
	〇免許を取得しようとする者
〇市内に引き続き６か月以上住所を有する者

〇認定農業者又は認定新規就農者　　
〇市税等を滞納しておらず、暴力団員等ではない者

	
	◆補　助　額
	１　〇大型特殊免許　全長4.7メートル以上、全幅1.7メートル以上、ヘッドガードの高さ2.8メートル以上、全高2.0メートル以上、最高速度時速15キロメートル以上の車両を運転する際に必要な免許をいう

〇けん引免許　重量が750キログラムを超えるトレーラーなどをけん引する際に必要な免許をいう
補助率1/3　　上限額30,000円

２　農業用ドローンオペレーター技能認定　農薬散布、農地管理用等に使用するための技能の認定をいう
補助率1/3　上限額60,000円
	

	
	

	３　未来のリーダーづくり支援事業

	
	◆補助対象事業
	2親等以内の親族が経営する農林業の後継者として新たに就農する者（親元就農者）を支援します。

	
	◆補 助 対 象
	親族が経営する農林業の後継者として新たに就農従事してから３年間を補助の対象とする。

	
	◆補助対象者要件
	〇市内に住所を有する５０歳未満の者で2親等以内の専業農家を営む親族と生計を一にする農業従事者（世帯所得が専ら農業所得であること）
〇親族と家族経営協定を結び、親元で年間1,200時間以上農業に従事する者
〇専業農家を発展させ、かつ地域農業を担い、強い意欲を有する者
〇青年等就農計画及び経営発展計画の達成が可能であると見込まれ、今後、地域計画に位置づけられることが確実と見込まれる者
〇生活費の確保を目的に、他の国の事業等の交付を受けていない者
〇市税等を滞納しておらず、暴力団員等ではない者

	
	◆補　助　額
	就農年度より起算して、後継者１人当たり150万円/年
（最長３年）
	

	
	
	
	

	４　栗の選定支援事業

	
	◆補助対象事業
	栗生産農家の剪定作業費（一部）に対する支援

	
	◆補助対象者要件
	ＪＡ鹿本クリ部会に加入している者とする。

	
	◆補　助　額
	　剪定費用の1/2以内
ただし、剪定費用をＪＡ鹿本クリ部会剪定班に支払う。
１日（8時間）一人あたり12,000円の1/2以内
半日（4時間）一人あたり6,000円の1/2以内
※予算により補助率が下がる場合があります。
	

	
	
	
	

	５　山鹿市有害獣電気防護柵設置補助事業

	
	◆補助対象事業
	有害鳥獣の農作物への被害を防止するために防護対策を図るものについて助成します。

	
	◆補 助 対 象
	電気柵本体1台購入に要する経費、電気柵1セット購入に要する経費（本体を含まない資材のみの購入は、対象とならない）

	
	◆補助対象者要件
	〇市内の者で、農業を経営しているもの(親子関係の場合には、経営移譲者)
〇農業経営者が小作者の場合は、小作者
〇共同で購入する場合は、その代表者
〇区有地で設置を要する場合、その代表者(ただし、その他の団体は、対象とならない。)

	
	◆補　助　額
	補助率1/2　上限額100,000円
	

	【新規就農者への国の支援】
	

	　新規就農者育成総合対策

	①
	◆補助対象事業
	就農準備資金「研修期間中の研修生に対して資金を助成します」

	
	◆補 助 対 象
	就農予定時に４９歳以下の研修期間中の研修生

	
	◆補助対象者要件
	〇研修終了後、独立・自営就農、雇用就農又は親元就農すること。
（親元就農者は、就農後５年以内に経営継承する又は独立・自営就農すること）
〇前年の世帯所得が原則600万円未満の者
〇就農に関するポータルサイトに研修計画等を登録している研修期間等で概ね1年以上かつ概ね年間1200時間以上研修を受けること。

	
	◆補　助　額
	12.5万円/月（150万円/年）「最長2年」
	

	
	

	②
	◆補助対象事業
	経営開始資金「新たに経営を開始する者に対し資金を助成します」

	
	◆補 助 対 象
	就農開始時に４９歳以下の認定新規就農者

	
	◆補助対象者要件
	〇新規参入者、親元就農者（親の経営に従事してから5年以内に継承した者）のうち、新規作物の導入等リスクのある取組を行うと市町村に認められるものであること
〇前年の世帯所得が原則600万円未満の者

	
	◆補　助　額
	12.5万円/月（150万円/年）「最長3年」
	

	
	
	
	

	③
	◆補助対象事業
	経営発展支援事業「令和4年度以降に新たに農業経営を開始する認定新規就農者の機械・施設等の導入を支援します。」

	
	◆補 助 対 象
	４９歳以下の認定新規就農者

	
	◆補助対象者要件
	〇取得計画に応じた事業採択方式（ポイント制）
〇親元就農者は、親の経営に従事してから5年以内に継承した者こと
〇農業で生計が成り立つ計画（親元就農者は、継承する経営を発展させる計画（売上1割増等））を立てること
〇初期投資的な経費を対象とし、本人負担分について融資を受けていること。

	
	◆対 象 経 費
	機械（軽トラ除く）・施設、家畜導入、果樹・茶の新植・改植、機械等リース料等

	
	◆補　助　額
	補助対象事業費上限1,000万円（国1/2、県1/4、本人1/4）
※ただし、「経営開始資金」の交付対象者は上限500万円
	


